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まえがき 
 
「改革・開放」以降の過去30数年間に，中国の投資環境には，様々な変化が起きた。
こうした変化に伴って，中国に進出する日系企業の立地戦略（即ち立地選択行動）は
どのように変化してきたのか？これに対して，日中両国からの関心は非常に高い。 
本報告書は，公益財団法人国際東アジア研究センター（ICSEAD）の研究プロジェク
ト「中国における日系企業の立地戦略の変化と影響要因」（2013年度実施）の成果であ
る。当プロジェクトは，中国に進出する日系企業の立地戦略（即ち立地選択行動）の
変化に着目して，1992年以前，1993～2002年，2003～2011年の3つの時期の産業別製造
業企業の進出先分布を考察し，立地戦略の変化の影響要因を分析するものである。報
告書の最後では，本研究の分析結果および最近の中国の投資環境の変化を踏まえ，対
中進出を考えている日本企業に対して進出戦略についても提言している。地元九州を
はじめ，各地の企業・自治体のアジア（中国）戦略の策定のご参考になれれば，幸い
である。 
当プロジェクトの実施にあたって，当センター事務局からはプロジェクトの運営に関
し て 様 々 な 支 援 を い た だ い た 。 こ こ に 記 し て ， 感 謝 の 意 を 表 し た い 。 
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要 旨 
 
「改革・開放」以降の過去 30 数年間に，中国の投資環境には，様々な変化が起き
た。こうした変化に伴って，中国に進出する日系企業の立地戦略（即ち立地選択行動）
はどのように変化してきたのか？本研究は，中国における日系製造業企業の立地戦略
の変化に着目して，1992 年以前，1993～2002 年，2003～2011 年の 3 つの時期の産業
別製造業企業の進出先分布を考察し，その立地戦略の変化の影響要因を分析するもの
である。主な分析結果は次のように要約できる。  
①1992 年以前では，中国に進出した日系企業の主な進出先は遼寧省をはじめとする一
部の沿海地域であり，「日本との伝統的な関係」（東北ダミー）や「日本との距離」
（東部沿海ダミー）要因は，日系企業の立地選択の重要な影響要因であった。ただ
し，1993 年以降，中国の対外開放の拡大と日中交流の増加に伴い，「日本との伝統
的な関係」要因の重要性が大きく低下したとともに，「日本との距離」要因の重要
性も減少している。 
②1993～2002 年の期間では，中国経済の急成長と所得水準の上昇を背景に，中国に進
出する日系製造業企業の市場戦略は，輸出指向型から輸出指向型と現地市場指向型
の混在へ徐々に転換している。これに伴い，上海など経済中心都市への企業進出数
が急増し，市場ポテンシャルを示す「地域所得水準」要因による企業立地選択への
プラスの影響が顕著に増大した。一方「土地使用代水準」要因のマイナスの影響も
顕著となった。 
③2003～2011 年の期間では，上海・北京など主要大都市における不動産価格の高騰の
影響で，日系製造業企業が主要大都市よりもその周辺地域への立地を選好するよう
になった。このため，日系企業の立地選択において，「地域所得水準」は依然とし
て重要な影響要因であるが，前の時期（1993～2002 年）に比べ，そのプラスの影響
が幾分弱くなった。 
④3 時期のいずれにおいても，FDI 累計額で示す「外資系企業集積度」は，概して日
系企業の立地にプラスかつ統計的に有意な影響を与えている。ただし，他の要因と
同様，その影響の産業間差異が存在する。中間投入財の種類が相対的に少ない食料
品製造業などと比べ，電気，機械，化学，繊維などの業種の企業立地において，「外
資系企業集積度」要因による影響がより顕著である。 
 
本研究で解明された日系企業の立地戦略の変化要因および最近の中国の投資環境
の変化を踏まえて，中国進出を考えている日本企業（特に地元九州の企業）に対して，
次のように提言したい。 
① 海外直接投資は，投資企業が進出先の企業にない所有特殊的優位性があり，その
優位性を外部市場で取引せずに内部化するほうが有利であり，進出先に本国には
ない優位性があると判断したときに行われる企業活動である。現在の中国は，先
iii 
 
進国の大手企業や人脈ネットワークの優位性を持つ華人系企業をはじめとする世
界各国の企業が激しく競争している「激戦区」となっているので，中小企業を中
心とする九州の製造業企業は，海外進出を考える際，自社の優位性を確認したう
えで行動すべきである。 
② 中国は地域格差の著しい大国であり，各地の投資環境の差異も大きい。中国進出
を考える際に，投資目的に沿って各地の地域特性・投資環境を慎重に分析したう
えで進出先を選択する必要がある。 
③ 中国における労働コストの上昇・輸出奨励政策の調整および国内市場の拡大など
全体のトレンドを考えると，中国進出企業の市場戦略は，徐々に現地市場指向へ
転換していく必要がある。大都市を中心とする主要経済圏への立地を重視すると
ともに，中国市場を開拓するために現地事情に精通する専門人材を雇用する必要
性が益々増大するので，いままでとは異なる企業組織や人事戦略を構築しなけれ
ばならない。 
④ 中国の外資優遇政策は，経済発展段階と内外経済情勢の変化に応じて調整してい
くものであり，政策の変化によって投資環境は大きく変わる可能性がある。今後，
変化に対して対応策を常に準備しておくとともに，優遇政策に頼らずに現地企業
と対等に競争する覚悟も必要である。 
⑤ 歴史問題や領土問題に起因する日中関係の緊張化局面は，いずれ改善されるであ
ろうが，政治リスクが存在している以上，必要な対策を準備すべきである。新規
進出企業にとって，しばらくの間は，リスク回避の視点から見ても，日系企業ま
たは外資系企業の集積地域に立地したほうが安全である。 
 
 
 
 
目次 
まえがき ⅰ                  
 
要旨 ⅱ-ⅲ          
  
1．はじめに 1 
 
2．先行研究のレビュー 1 
     2.1 多国籍企業の立地行動について 1 
     2.2 日経企業の立地行動について 4 
 
   3．本研究の分析方法と所用データ 4 
    
4．日系企業の対中進出の動向 7 
     4．1 日本及び世界全体の対中直接投資の動向 7  
     4．2 中国における日系企業の地域分布の変化 11  
    
5．日系企業の立地分布の影響要因 15 
5．1 1992 年以前の日系企業の立地分布の影響要因 15 
5．2 1993～2002 年の新規進出企業の立地分布の影響要因 17 
5．3 近年の日経企業の立地分布の影響要因 19 
  
   6．結び 20 
6．1 本研究の主な分析結果 20 
6．2 日本企業の対中進出の展望と若干の提言 20 
 
参考文献 25 
 
付録 28 
 
 
 
 
 1 
 
中国における日系企業の立地戦略の変化と影響要因 
戴 二彪 
 
（国際東アジア研究センター主席研究員） 
 
 
 
1. はじめに 
 
1970年代末から，中国は「改革・開放」政策を実施し，外国直接投資（FDI）を導入
し始めた。特に，1992年以降，「社会主義市場経済体制」への移行に伴い，中国は発展
途上国の中で最大規模のFDI受入れ国となっている。外国直接投資は，中国の産業構造
の変貌と対外貿易の拡大をもたらしたとともに，中国と投資相手国の経済貿易関係を
緊密化させつつある。 
中国におけるFDIの大半は香港・台湾・シンガポールなどからの華人系企業による直
接投資であるが，非華人系業による直接投資のうち，日系企業は常に１位か2位の割合
を占めている（中国国家統計局，各年）。また，中国に進出する日系企業の大部分を占
めているのは製造業企業であり（JETRO, 2014），中国の「世界の工場」への躍進に大
きく貢献したと言える。一方，近年では，中国の急速な経済成長に伴って，中国の投
資環境（コスト要因・マーケット要因及び日中関係などの政治要因）には，様々な変
化が起きている。こうした変化に伴って，中国に進出する日系企業の立地行動はどの
ように変化してきたのか？これに対して，両国からの関心は非常に高い。 
本研究は，中国に進出する日系企業の立地戦略（即ち立地選択行動）の変化に着目し
て，1992年以前，1993～2002年，2003～2011年の3つの時期の産業別製造業企業の進出
先分布を考察し，立地戦略の変化の影響要因を分析するものである。全文の構成は次
の通りである。第2章では海外直接投資の立地要因に関する先行研究のサーベイを行う。
第3章では本研究の仮説および所用分析方法とデータを説明する。第4章では日本から
中国への直接投資の動向および日系製造業進出企業の地域分布の実態と変化を考察す
る。第5章では，3つの時期に分けて，日系製造業企業の地域分布の影響要因と変化を
検証する。最後の第6章では，本研究の分析結果および最近の中国の投資環境の変化を
踏まえ，対中進出を考えている日本企業に対して進出戦略を提言する。 
 
 
2．先行研究のレビュー 
 
2.1多国籍企業の立地行動について 
過去数十年間に，海外市場や企業経営に有利な資源（労働,人材,原材料など）を求め，
親会社所在国以外の国（地域）に進出する企業が増えつつある。ただし，海外進出は大
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きなリスクが伴う行動である。イギリスの国際経済学者Dunningは，企業が海外へ直接投
資を決定する際，「所有特殊的優位性 (Ownership-specific advantage)」，「内部化優位性
(Internalization-incentive advantage)」，「立地特殊的優位性（Location-specific advantage）,
など3つの条件が揃う必要性を指摘した(Dunning,1988,2002）。 
Dunningのこの「OLI パラダイム」における3つの優位性と海外市場への参入方法の関
係は，表１に示している。同表に示されているように，企業が海外進出を決断するには，
進出先の企業にない所有特殊的優位性（企業固有の技術やマネジメントに関する能力 ,
企業ブランド,および様々な経営資源へのアクセスの能力など）があり，その優位性を外
部市場で取引せずに内部化するほうが有利であり，進出先に本国にはない優位性がある
と判断したときに海外直接投資が行われる。このOLI パラダイムの3要素のうち，所有
特殊的優位性と内部化優位性は，基本的に企業の内部要因に関するものであるが，立地
特殊的優位性は外部要因（進出先の地域特性）に関するものである。 
 
表1 市場参入方法と3つの優位性の関係 
  必要な条件  
 所有特殊的優位 内部化優位 立地特殊的優位 
市場参入の選択肢 （O優位） （I 優位） （L 優位） 
契約による経営資源の移転 ○ × × 
製品・サービスの輸出 ○ ○ × 
海外直接投資 ○ ○ ○ 
（出所）Dunning（1988）により作成。 
 
近年では，経済グローバル化の加速につれて，企業の立地選択の空間範囲と複雑性が
一層増大しており，企業の立地行動とそれに影響諸要因に関する研究が増えつつあるが，
多くの研究ではOLI パラダイムの影響を受け，多国籍企業の立地選択行動は選択主体側
（投資を行う企業）の特性と被選択側（進出先）の特性および両者間の連結要因（距離，
交通の利便性，進出目的と進出先特性の相性，文化・歴史関係など）によって決定され
ると考えられている。このため，多国籍企業の立地選択要因に関する先行研究には，大
別すると主に次の3つのタイプがある。第１は，企業の業種・規模・市場シェア・市場戦
略・技術水準・経営ネットワークといった企業特性に着目する分析である。第2は，進出
先の市場規模，市場成長性，賃金水準，土地価格，社会基盤施設状況，産業集積度，税
制，金融・為替制度，政治状況，といった地域特性に着目する分析である（ラムステッ
ター他，2010；Ramstetter, 2011）。第3は，企業と進出地域間の連結要因（距離，交通の
利便性，進出目的と進出先特性の相性，文化・歴史関係など）に着目する分析である。
その中に，次のいくつかの関係についての仮説が注目されている。 
① 立地選択と企業の市場指向性格の関係 
「水平的FDI」（Horizontal FDI）と「垂直的FDI」（Vertical FDI）論（Shatz and Venables, 
2000; Helpman, 1984, 1985）によれば，企業が多国籍企業になる動機は主に2つある。1つ
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はより有利に現地市場で競争することである。もう1つは，より低いコストで必要な投入
要素（例えば，労働力，土地，原材料，など）を取得することである。より有利に現地
市場で競争することを目指すFDIは，海外で新しい工場（子会社）を作り，親会社の生
産過程の全部または部分的に複製するので，「水平的FDI」と呼ばれている。これに対し
て，低コストの投入要素を求めるFDIは，垂直的生産チェーン（生産システム）の中の
各部分を，それぞれのコストの低い地域に配置することを特徴とするので，「垂直的
FDI」と呼ばれている。「水平的FDI」は，一般的に現地市場指向型の性格が強く，先進
国或いは発展途上国の先進地域への立地を選好する。これに対して，「垂直的FDI」は，
一般的に輸出指向（海外市場指向）型であり，投入要素が安く，かつ対外輸送が便利な
地域への立地を選好する。 
注意すべきことは，一部のFDIは複合の目的で行われており，単純に「水平的FDI」と
「垂直的FDI」の2種類に分けることができない。また，近年では，情報技術の飛躍的発
展と国際輸送コストの低下に伴い，企業立地の選択肢が大きく増大している。このよう
な背景のもとで，「Global Value Chain」と呼ばれる，製造業などにおける生産工程が内外
に分散していくことを特徴とする新しい産業空間組織の動きを重視する「Networked 
FDI」論も注目されている（Baldwin & Okubo, 2012）。ただし，「水平的FDI」・「垂直的FDI」
論は，企業の市場戦略およびそれと進出先の特性との適合性に着目し，多国籍企業の立
地選択行動を分析するための便利な視点を提示してくれたもので，「Networked FDI」は
「水平的FDI」と「垂直的FDI」の複合型と考えてもよい。 
②立地選択と近接性(Proximity)の関係 
一部の研究者は，海外立地に伴うリスクの大きさと情報の不確実性および企業運営に
おけるリスク管理の重要性に着目し，多国籍企業の海外立地の展開は，言語・文化・制
度の近い国・地域から遠い国・地域へ，（通常，地理的に近い国・地域から遠い国・地域
へ），徐々に変化する過程だと主張している（例えば，Johanson and Vahlne, 1977; Noisi J, 
1985）。この仮説の支持者は，欧米およびアジアの多国籍企業の進出先選択過程と距離（物
理的距離や文化・心理的距離など）の関係を調べ，立地に対する近接性の影響が大きい
と実証している(Davidson, 1980; Erramilli, 1991; Erramilli,1991)。企業立地における距離要
因は従来から重視されているが，情報コストとリスク回避の視点からその重要性に対す
る解釈は注目すべきである。ただし，各国の多国籍企業を対象とする実証分析の結果は
さまざまである。その原因の一つは，研究対象の時期，サンプル数などの差異などによ
る影響が大きいと見られている。 
③ 立地選択と産業集積（Agglomeration）の関係 
多くの国においては，多国籍企業が一部の地域に集中的に分布する傾向があり，新規
進出企業は，一般的に外資系企業（特に同じ出身国の企業）が集積する地域を選好する
と指摘されている（Wheeler and Mody,1992; Head et al., 1995; Head and Reis, 1996; 
O’Huallachain and Reid, 1997）。もっとも，産業の空間集積は，多国籍企業に限られず，
古くからの現象である。産業の空間集積によって，情報の共有，技能労働者の確保，中
間財調達上の経済性と利便性，研究・開発の波及効果，などのメリット（外部経済）が
 4 
 
享受できると分析されている（Fujita, Krugman, and Venables, 1999; Head et al. 1999; 
Audretsch, 1998）。ただし，現地の企業立地と比べ，多国籍企業の空間集積度ははるかに
高いと見られている。 
2.2 日系企業の立地行動について 
日系多国籍企業の立地パターンについても，多くの先行研究がある。1980～1990年代
の日系企業のグローバル範囲での立地パターンには，次の特徴があると指摘されている
(Shatz and Venables, 2000; Cave, 1993; Kimura, 1998)。 
① 最も重要な投資先はアメリカをはじめとする先進諸国である。これら国への投資の
ほとんどは現地市場指向の「水平的FDI」である。 
② アジアへの直接投資は増加しつつある。その多くは輸出指向の「垂直的FDI」であり，
労働力など安価な投入要素を求めることが主な進出動機である。 
③ 南米やオーストラリアなど資源大国への資源地指向投資も一定の割合を占めている。 
また，アメリカや欧州における日系企業の立地選択行動に着目する研究では，日系企
業の新規立地は外資系企業（特に同じ「系列」の日系企業や他の日系企業）が集積する
地域を選好する傾向があると報告されている(Head, et al., 1995; Smith and Florida, 1994; 
O’Huallachain and Reid, 1997)。また，アメリカでは，東南海岸を避け日本に近い西海岸
の立地を選好する日系企業が多く，立地選択に対する（地理・文化上の）近接性の影響
も指摘されている（Head et al., 1995; Caves, 1996）。 
一方,1990年代以降,中国への海外直接投資の急増に伴って，中国における外資系企業全
体を対象とする立地行動に関する本格的な研究が始まった(Head and Ries,1996; Coughlin 
and Segev, 2000; 賀・魏,2001)。それとともに,中国における日系企業の立地行動について
も，動向調査だけでなく，立地要因に関する実証研究も多数報告されている（例えば，
Belderbos and Carree, 2002；戴, 2002；坂本・佐野・戴, 2009））。しかし，外資系企業全体
を対象とする研究には，国別の進出企業の立地特性が見えないという欠点があり，日系
企業を対象とする研究には，時期別・業種別の立地行動の差異と要因はまだ十分に検討
されていない。 
筆者は，別の論文で，2000年代前半までの中国に進出した日系企業の立地行動の変化
を分析した（戴, 2002；坂本・佐野・戴，2009）。本研究では，最新の調査・統計データ
を加え，日系製造業企業に焦点を当てて，時期別・業種別の企業立地行動の差異と影響
要因を考察する。 
 
3．本研究の分析手法とデータ 
 
先行研究では，多国籍企業の立地行動をさまざまな視点から検証したが，その結果は
必ずしも一致していない。ただし，これらの研究結果は排他的ではなく，お互いに補
完的であると思われる。本研究では，次の仮説を立てて中国における日系企業の立地
選択の影響要因を検証したい。 
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仮説 1：日系企業の中国進出は，距離要因の影響で，空間的にまたは心理的に近い地
域から遠い地域へ，徐々に展開する。 
仮説 2：中国に進出する日系企業の市場戦略には，現地の安価な中間投入要素を求め
る輸出志向（海外市場志向）型と中国の成長市場を狙う現地市場志向型が混在してい
るが，中国の経済成長につれて，現地市場志向型が増加し，高所得地域への立地が重
視されつつある。 
仮説 3：技能労働力の確保と中間財調達上の利便性，情報収集コストの節約，産業集
積による外部経済効果を得るために，日系企業は外資系企業集積度の高い地域への進
出を選好する。 
以上の仮説に対して，本研究は，次の回帰モデルを用いて検証を行う。 
 
Nikt = a0  + a1PGRPit + a2WAGEit + a3PLit + a4KFDIit  
+ a5STUDit + a6DGEOit + a7DNEit + εikt          
ただし， 
被説明変数Nikt：時期tの地域（省）iにおける業種kの日系進出企業の数。 
PGRPit：時期tの地域iの一人当たり地域総生産。地域の所得水準と市場ポテンシャル
を反映するこの説明変数は，企業の立地選択にプラスの影響を与えると予想される。 
WAGEit：時期tの地域iの外資系企業の賃金コスト水準。地域iの外資系製造企業の賃
金総額対生産高（「工業総産値」）の比率で計算される。2000年頃までは,NIEsおよび
ASEAN諸国と比べ，中国における人件費の安さは突出しており（表2），国際範囲にお
ける立地選択ではこれが中国での立地を選好する重要な理由の一つだと考えられる。
中国国内範囲における立地選択では，地域の労働コスト要因の重要性はそれほど高く
ないかもしれませんが,賃金コストが立地選択にマイナスの影響を与えると予想される。 
PLit：時期tにおける地域iの都市部土地使用代（譲渡価格）水準。同変数は製造企業の
立地選択にマイナスの影響を与えると予想される。 
KFDIit：時期tの期末時点の地域iの海外直接投資（FDI）の受入総額（ストック）。外資
系企業の集積度を示すこの変数は，立地選択にプラスの影響を与えると予想される。 
STUDit：時期tにおける地域iの在学大学生数。地域の専門技術労働者の供給力を反映
するこの変数は，立地選択にプラスの影響を与えると予想される。  
DGEO：地域の所在地理位置（日本との距離）を反映するダミー変数。日本との距離
が近く，早い時期（1970年代末～1980年代半ば）から対外開放戦略を実施した東部沿
海諸省（遼寧，天津，北京，河北，山東，江蘇，上海，浙江，福建，広東，海南）は
１，他の内陸諸省は0とする。地理上の近接性は，情報伝達・貨物輸送・人的交流のコ
ストについての節約効果があるため，立地選択にプラスの影響を与えると予想される。 
DNE：日本との伝統的関係を反映するダミー変数。日本の旧殖民地で，日本社会との
人的つながりが一番強い東北3省（遼寧，吉林，黒竜江）は１，他の省は0とする。同
変数は立地選択にプラスの影響を与えると予想される。 
なお，a0は定数項，a1～a7 は諸説明変数の係数，εiktは誤差項である。上述した各変数
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の定義と所用データの出所は表3に示されている。 
 
表2 各国における日本企業の人件費の比較（2000年） 
 
（出所）経済産業省「我が国企業の海外事業活動」, 財務省「法人企業統計調査」から
作成。 
（注）人件費割合は、給与総額／（売上原価＋販売費・一般管理費）で算出。データ
は2000年度。 
 
表3  変数とデータの説明 
 
（出所）筆者作成。 
（注）1986年から出版されている『中国進出企業一覧』（蒼蒼社）には，所在地，投資規
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模，親会社所在地など企業情報が確認できる企業だけが収録される。その数は，中国統計
局が公表した中国に進出する日系企業の数を大きく下回るが，日系進出企業データを毎年
掲載する『東洋経済年報』で収録される数を上回る。中国の国家統計局は。国別・産業別
外資系進出企業の地域分布についての統計を公表していないため，中国における日系企業
の地域分布に関して，『中国進出企業一覧』は情報量の最も多いデータソースと言える。 
 
4. 日系企業の対中進出の動向 
 
4.1 日本および世界全体の対中直接投資の動向 
 対中海外直接投資は，中国政府が香港に隣接する広東省および福建省で４つの「経
済特区」を設置した1979年から始まり，「社会主義市場経済体制」への移行が正式的に
決定された1992年ごろから本格化した。近年，海外直接投資額の受入規模では，中国
はアメリカに次ぐ世界2番目に大きい国になっている（UNCTAD, 2013）。 
日本企業の対中進出は，1980年代半ば頃から徐々に増加した。特に1992年以降，香
港・台湾・米国など国･地域と同様，日本の対中進出の拡大は本格化した。中国側の
統計によると，各年の海外対中直接投資額における日本の割合（3.9～16.1％）はそれ
ほど高くないが，非華人系直接投資のうち，日系企業の直接投資は，常に1位か2位に
なっている（表4，表5）。一方,日本側の統計において,2004年以前の日本対中直接投資
規模は中国側の統計値より低いが，2004年以降は中国側の統計値を大きく上回ってい
る（図１）。両者の間にこのような大きな違いが存在している主な原因は，統計方法
の違いにあると見られている。柴生（2009）は，次のように解釈している。 
「日本の投資統計は国際収支ベースで集計されており，以下の３項目から構成され
ている。 
（１）「株式資本」（投資企業の株式，支店の出資持ち分，その他資本拠出金）  
（２）「再投資収益」（投資企業の未配分収益のうち，投資家の出資比率に応じた取
り分と投資家に未送金の支店収益） 
（３）「その他資本」（上記２項目に含まれない投資家と投資企業または支店との資
本取引。例えば，親子間の資金貸借や株式以外の証券の売買など） 
これに対し，中国の投資統計は，実行ベースで集計されており，新規投資に増資
（いずれも政府の許認可が必要）を加えたものとなっている。「再投資収益」や「そ
の他資本」が含まれていない模様であり，国際収支ベースの統計でいう「株式資本」
だけを集計したものとなっている。」 
上述した日本の直接投資統計における３つの項目の内，項目（３）の数値はマイナ
スになる可能性もあるので,3項目の合計値が必ずしも項目（１）の数値より大きいと
は限られない。両国の統計を比較してみると，日本側の数値がより実態に近いと思わ
れる。即ち，中国における日系企業のプレゼンスは公表された中国側の統計値よりも
高いと考えられる。 
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表4 世界各国と日本の対中直接投資の動向  
（出所）『中国統計年鑑』各年版（1988～2013年）により作成。 
 
 
 
 
 
 
 
 9 
 
表5 近年の国（地域）別対中直接投資の動向  
 
（出所）商務部「外商投資統計」より作成  
 
図1 日本の対中外直接投資額の推移：日中両国の統計の比較 (1987-2012) 
 
（出所）商務部「外商投資統計」とJETRO（2013）より作成。 
（注）商務部「外商投資統計」における日本対中FDIは，契約案件の投資実施額（株
式資本に相当）のみの合計値であるに対して，JETRO（2014）における日本対中FDI
は，財務省により国際収支ベース（ネット，フロー）で統計されるものであり，「株
式資本」,「再投資収益」,「その他資本」の三部分の合計である（柴生, 2009）。 
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日本側の統計に基づいて作成した図1に示されるように,1980年代から2012年までは,
日本からの対中直接投資には,次の4つのブームがあった。 
第１次ブーム（1980半ば～1989年）。1985年のプラザ合意以降の急激な円高の進展に
つれて,安価な労働力を求めて,繊維・雑貨・食品加工といった労働集約産業が,歴史的
な原因で日本語を話せる人材が多く,心理的距離も物理的距離も近い東北地域の港湾
都市大連を中心に進出した。しかし,1989年6月の「天安門事件」の影響で,その後対中
投資は一気に冷え込んだ。 
第２次ブーム（1992～95年頃まで）。1992年に,更なる改革開放の必要性を呼び掛ける
鄧小平氏の「南巡講話」が広く支持されることによって ,中国政府は「社会主義市場経
済体制」の導入を正式に決定した。その後,外資導入の本格化や市場経済化の加速を受
けて,香港に隣接する華南地域と上海をはじめとする華東地域を中心に対中投資ブー
ムが起きた。この時期に,上海の「浦東開発」に代表されるように,空港・港湾など大
規模のインフラ開発が急速に推進され,日本企業は電気・電子産業や機械産業の生産拠
点も中国にシフトし始めた。しかし,1997年にアジア通貨危機が発生し,ASEAN 諸国お
よび韓国が大きな打撃を受けたなか,日系企業の対中投資も大きく減速した。 
第３次ブーム（2000～05年頃）。アジア通貨危機の中でも中国は比較的堅調な経済成
長を維持したので,1990年代末以降,東アジアにおける中国の投資環境の優位性が広く
認識された。さらに,2001年に,中国のWTO 加盟が実現された。こうした背景のもとで,
日系企業の対中投資の第3次ブームが起きて ,中国はアジアNIEsやASEANよりも重要
な投資先となった（付録表１を参照）。この時期に,製造業とともに様々な業種の日系
企業が中国進出に参入した。進出地域は,香港に隣接する華南地域,上海を中心とする
華東地域に加えて,北京市や天津市を中心とした環渤海地域にも拡大した。しかし ,そ
の後,国内外からの資本による「投資過熱」で ,中国政府は金融引き締め政策を実施し
た。さらに,2008年に,米国発の世界金融危機が起きた。これに伴って ,日系企業の対中
投資も調整期に入った。 
第４次ブーム（2009～2012年）。世界金融危機以降,米欧経済の低迷で中国の対外貿易
も影響を受けたが,大胆な金融緩和と積極財政などの中国政府の緊急対策の効果で ,中
国は10%前後の高い経済成長率を維持した。その結果 ,2010年から中国のGDP規模は日
本を超え,世界第二の経済大国に躍進した。成長しつつある巨大市場での商機をつかむ
ために,この時期では ,空前の投資規模が伴う第4次日系企業対中投資ブームが起きて,
中国は日本企業の2大投資先国（米・中）の一つとしての戦略地位が確定された（付
録表１）。しかし,2012～13年に領土問題をめぐる日中政治摩擦が発生し,中国国内で若
者を中心とする大規模な反日デモが行われた。（両国の政治関係は1972年の国交正常
化以来の最も厳しい状況にあると言われている）2013年以降,正確な関連統計はまだ公
表されていないが,日系企業の対中投資は減少しているではないかと見られている。 
 
4.2 中国における日系企業の地域分布の変容 
 中国は31の省レベル行政地域（省・自治区・直轄市）から構成される広い国で（図
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２），三大地域間の経済格差が非常に大きい（付録表2,付録表3を参照）。外国企業が中
国進出を考える際，まずどの地域に進出するかという立地選択問題を直面する。 
 
図2 中国の3大地域（東部，中部，西部）の構成  
 
（出所）：ArcGISソフトウェア付属のデータより著者が作成。  
 
 
前述したように,過去20数年間に，中国各地の経済発展と投資環境の変化に伴い，日
系企業の対中進出の立地選択行動も，徐々に変化していると見られる。表6，表7と表8
は，それぞれ1992年の日系製造業企業の地域分布，1993～2002年の日系製造業新規進
出企業の地域分布，2011年現在の日系製造業企業の地域分布を示している。 
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表6 1992年の中国における日系製造業企業の地域分布状況（％）  
（出所）『中国進出企業一覧』「1993年版」により作成。 
（注）「機械」には，機械，輸送用機械，「電気」には，電気機器と精密機器が含まれ
ている；西北４省・区は，青海，甘粛，寧夏，新疆を指す；広東省と四川省
には，それぞれ海南省と重慶市が含まれている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
食料品 繊維 化学 電気 機械 その他製品 全製造業
華 北京市 6.37 7.24 3.15 9.55 6.96 5.81 6.58
天津市 5.88 1.72 4.72 9.55 6.33 5.16 5.14
河北省 1.47 1.03 3.15 0.64 0.63 1.61 1.36
山西省 0.49 0.00 0.00 0.00 0.63 0.32 0.24
北 内蒙古区 0.49 0.69 1.57 0.00 0.00 0.00 0.40
東 遼寧省 46.08 32.41 29.92 27.39 29.75 44.19 36.36
吉林省 4.90 2.07 2.36 1.91 3.80 2.58 2.89
北 黒竜江省 2.94 3.45 0.00 0.00 3.80 6.45 3.37
山東省 6.86 1.72 5.51 1.91 5.70 2.26 3.61
華 上海市 3.92 21.38 12.60 12.10 16.46 7.74 12.44
江蘇省 2.94 12.41 7.87 3.82 4.43 7.10 6.98
浙江省 2.45 4.14 3.15 2.55 1.27 1.29 2.49
安徽省 0.00 0.34 0.00 0.00 0.00 0.97 0.32
東 福建省 2.45 3.10 2.36 5.10 2.53 3.87 3.29
江西省 0.00 0.34 0.00 0.00 0.00 0.00 0.08
中 河南省 1.47 0.00 0.00 0.00 0.00 0.32 0.32
湖北省 0.49 0.00 0.00 1.27 0.00 0.00 0.24
南 湖南省 0.49 0.34 0.00 0.00 0.00 0.65 0.32
華 広東省 6.86 6.55 19.69 23.57 14.56 7.42 11.32
南 広西区 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.32 0.08
西 四川省 0.98 0.00 1.57 0.64 1.90 0.97 0.88
南 雲南省・貴州省 0.00 0.00 0.00 0.00 0.63 0.32 0.16
西 陜西省 0.98 0.69 0.79 0.00 0.00 0.65 0.56
北 西北4省・区 1.47 0.34 1.57 0.00 0.63 0.00 0.56
72.06 80.00 74.80 78.49 69.45 72.90 73.02
全国合計(社） 204 290 127 157 158 310 1,246
上位5省の割合（%）
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表7 1993~2002年の中国における日系製造業企業の地域分布状況（％） 
食料品 繊維 化学 電気 機械 その他製品 全製造業
華 北京市 6.67 4.22 1.60 9.95 4.09 2.94 5.05
天津市 6.22 2.89 5.07 4.82 7.60 7.57 5.78
河北省 4.89 0.89 2.13 1.09 1.56 3.55 2.14
山西省 0.00 0.00 0.53 0.16 0.00 0.31 0.18
北 内蒙古区 0.00 1.56 0.00 0.16 0.00 0.62 0.42
東 遼寧省 9.33 5.56 8.00 6.69 5.46 11.13 7.68
吉林省 2.22 0.00 0.27 0.47 0.97 0.77 0.67
北 黒龍江省 2.22 0.22 0.27 0.16 0.78 0.62 0.56
山東省 20.00 9.11 5.60 2.95 4.87 5.41 6.52
華 上海市 12.44 32.22 28.27 21.93 22.81 25.19 24.54
江蘇省 9.33 24.00 20.80 19.75 18.71 17.62 19.07
浙江省 8.00 12.00 4.53 5.60 5.26 6.03 6.69
安徽省 0.00 0.44 0.00 0.47 1.75 1.08 0.74
東 福建省 5.33 1.11 0.27 2.33 1.56 2.94 2.10
江西省 0.00 0.67 0.27 0.31 0.58 0.31 0.39
中 河南省 1.78 0.44 0.53 0.47 1.36 0.46 0.74
湖北省 0.00 1.11 0.00 0.47 0.97 0.31 0.53
南 湖南省 0.89 0.00 0.80 0.16 0.97 0.00 0.39
華 広東省 6.22 3.56 17.33 20.53 13.06 9.74 12.51
広西区 0.00 0.00 0.80 0.16 0.19 0.00 0.18
南 海南省 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.46 0.11
西 四川省・重慶市 3.11 0.00 2.13 0.16 5.46 1.55 1.89
南 雲南省・貴州省 0.00 0.00 0.80 0.16 1.17 0.62 0.49
西 陝西省 0.89 0.00 0.00 0.93 0.78 0.31 0.49
北 西北4省・区 0.44 0.00 0.00 0.16 0.00 0.46 0.18
59.11 88.22 95.73 78.21 70.14 66.39 73.45
全国合計(社） 225 450 375 643 513 647 2,853
上位5省の割合（%）
 
（出所）『中国進出企業一覧』「2003-2004年版」により作成。 
（注）『中国進出企業一覧』「2003-2004年版」には，3,600社の製造業企業が収録され
ているが，進出時期が1993年以降と明記されているのは2,853社である。 
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表8 2011年の中国における日系製造業企業の地域分布状況（％） 
（出所）『中国進出企業一覧』「2011-2012年版」により作成。 
 
上の3表（表6～表8）を対照してみると，3つの時期において中国における日系製造業
企業の地域分布には，次の特徴と変化が見られる。 
（１）日系製造業企業の地域分布はかなり不均衡であり，3時期のいずれにおいても，
東部（東北地域，華北地域，華東地域，華南地域の4地域の一部の省）の11省・直轄
市に集中している。ただし，1992年以前と比べ，1993年以降，西南地域や中南地域
など内陸地域に進出した日系企業の数も増えている。 
（２）1992年までは，日系製造業企業が沿海地域の中でも東北地域，特に東北の玄関
口である大連が所在する遼寧省への進出を選好したが，1993年以降，日系企業は中
国の経済中心都市上海を中心とする華東地域に集中するようになった。ただし，1993
～2002年の期間では，上海が最も多くの日系製造業企業を受入れたが，2011年の時点
食料品 繊維 化学 電気 機械 その他製品 全製造業
華 北京市 6.42 3.57 2.72 6.90 3.62 1.68 4.19
天津市 5.88 3.57 5.63 5.26 6.33 5.38 5.52
河北省 1.07 0.89 1.63 0.88 1.94 2.02 1.48
山西省 0.00 0.00 0.18 0.00 0.13 0.50 0.15
北 内蒙古区 0.53 0.45 0.00 0.00 0.00 0.67 0.18
東 遼寧省 9.63 4.91 4.90 7.45 4.13 7.06 6.10
吉林省 1.07 0.45 0.36 0.66 1.16 0.67 0.74
北 黒龍江省 1.60 0.00 0.00 0.00 0.26 0.00 0.15
山東省 26.20 16.96 4.72 2.30 5.43 5.71 6.47
華 上海市 18.72 25.89 25.95 19.17 16.93 19.50 20.28
江蘇省 7.49 25.00 23.05 20.92 21.45 25.21 21.70
浙江省 4.28 11.61 7.26 4.93 6.59 7.23 6.57
安徽省 0.00 0.45 0.18 0.66 2.45 1.18 1.05
東 福建省 4.81 0.00 0.73 1.53 1.94 2.52 1.76
江西省 0.00 0.45 0.00 0.55 0.39 1.34 0.52
中 河南省 0.53 0.00 0.73 0.66 1.42 0.34 0.74
湖北省 0.00 0.89 0.54 0.88 2.97 0.17 1.14
南 湖南省 0.00 0.45 0.36 0.55 0.65 0.67 0.52
華 広東省 8.02 4.02 17.42 24.21 17.83 15.46 17.60
広西区 0.00 0.00 0.91 0.44 0.00 0.17 0.31
南 海南省 0.00 0.00 0.18 0.00 0.13 0.17 0.09
西 重慶市 0.00 0.45 1.09 0.44 2.33 0.50 0.99
四川省 1.60 0.00 1.09 0.44 1.68 0.67 0.92
南 雲南省・貴州省 0.53 0.00 0.00 0.00 0.13 0.34 0.12
西 陝西省 1.07 0.00 0.18 1.10 0.13 0.50 0.52
北 西北4省・区 0.53 0.00 0.18 0.11 0.00 0.34 0.15
70.05 84.38 79.31 78.64 69.12 72.61 72.63
全国合計(社） 187 224 551 913 774 595 3,244
上位5省の割合（%）
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に，上海に隣接する江蘇省が最も多くの日系企業を受入れている1。 
（３）三時期の進出企業の業種別の地域分布は，かなり相似するが，業種に  
よって分布特徴が違うところもある。また，地域分布が徐々に相対的に分散的になっ
た業種もあれば，より集中的になった業種もある。例えば，1992年以前と比べ，2011
年に，食料品，その他製品，機械など3業種については上位5省の割合合計がいずれも
やや下がったが，繊維，電気，化学など3業種については上位5省の割合合計がいずれ
も上昇しており，高い集積度が保っている。 
果たしてこのような地域分布構造と変化は，第3章における仮説で説明できるか。次
節では回帰分析に基づいて，日系企業の立地分布（立地選択行動の結果である）の影
響要因を検証する。 
 
5．日系企業の立地分布の影響要因 
 
5.1 1992年以前の日系企業の立地分布の影響要因 
表9は，1992年時点の中国における地域別日系製造業企業進出数を被説明変数とする
回帰分析の結果を示している。同表からは，次のことが読み取れる。  
① 各業種に対応するモデルは，概して比較的高い説明力(51~70%)を有している。即ち，
どの業種についても，当該モデルは日系企業の地域分布を大体説明できるといえる。 
② 「東部沿海ダミー」と「東北ダミー」要因は，ほとんどの業種の企業立地に対して，
統計的に有意なプラスの影響を与えている。この結果は，1992年まで日系企業が東
部沿海地域，特に日本との歴史関係が深い遼寧省をはじめする東北地域に集中して
いたことを如実に反映している。この東部沿海（特に東北）を選好する立地行動は，
人脈を重視する日本式経営の一側面を反映しているとともに，リスクの多い進出初
期の国際投資活動における距離要因（物理的および心理的距離）の影響の大きさを
示している。 
③ 賃金水準や土地使用代水準は，ほとんどの業種の立地選択にマイナスの影響を与
えているとはいえ，その影響は統計的に有意ではない。両変数の影響力が予想よ
り弱いことは，1992年以前の中国における各地域の人件費・土地価格は日本より
はるかに低いので，日中間格差と比べ中国国内の地域間格差がほぼ無視できるか
らである。また，中国における豊富な農村余剰労働力の存在，人口移動規制の緩
和および各地における外資向けの経済開発区の間の過剰な誘致競争によって，労
働市場と土地市場は外資系企業にとって有利な「買手市場」になっていたことも
その一因であろう。 
④ 地域の所得水準変数（要因）は，輸出率の高い「食料品製造」および「その他製造」
                                                        
1 ただし、製造業、物流・商業、金融、サービス業などを含む全産業の日系企業の地域
分布では、上海が受け入れている日系企業の数は断然トップとなっている（付録表4を
参照）。 
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以外の各業種の企業立地に，統計的に有意なプラスの影響を与えている。同変数（地
域の所得水準変数）と社会基盤施設水準との強い相関関係を考えると，1992年まで
は，日系企業が必ずしも中国現地市場（地域の所得水準の高い地域）を狙って進出
したわけではないが，各種社会基盤施設水準の高い地域に立地する傾向が強いと解
釈できる。 
⑤ 外資企業集積度を示すFDI受入れ総額は，食料品製造以外の各産業の立地に，統計
的に有意なプラスの影響を与えている。この結果から，中間財の種類が相対的に少
ない食料品製造業と比べ，電気機器をはじめとする他の製造業にとって，外資系企
業同士間の中間財取引や情報交換の利便性が非常に重要な立地要因であることが
分かる。 
 
表9 1992年以前の日系進出企業の立地分布の影響要因 
        （被説明変数：地域の進出企業数） 
 
 
（出所）筆者作成 
（注） 各業種のサンプル数はいずれも26である。括弧内の数字は有意水準を示すp統
計値である。データの誤差項の分散不均一問題を対処するために，推定結果はWhite-test
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によって検定・修正された。 
5.2  1993~2002年の新規進出企業の立地分布の影響要因 
1992年以降，中国は発展途上国の中で最大規模の海外直接投資の受入国になった。
これに伴い日本企業の対中進出も急増している。表10は，1993~2002年の新規日系製造
業進出企業の立地分布の影響要因を検証した結果を示している。 
 
 
表10 1993~2002年の新規日系進出企業の立地分布の影響要因  
（被説明変数：地域の新規進出企業数） 
 
（出所）筆者作成 
（注） 各業種のサンプル数はいずれも26である。括弧内の数字は有意水準を示すp統
計値である；データの誤差項の分散不均一問題を対処するために，推定結果はWhite-test
によって検定・修正された。 
 
表10からは，次のことが読み取れる。 
① 1992～2003年の期間に,各業種に対応するモデルは，1992年以前の時期と比べ
（表9），より高い説明力(60～86%)を有しており，どの業種についても日系企
業の立地分布の地域差を大体説明できるといえる。 
② １992年以前の時期に関する分析結果と比べ，地域所得水準の影響の有意性が
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顕著に上昇しており，同変数は各業種の企業立地選択に強いプラスの影響を
与えている。これは，日系企業の対中進出の立地選択が，（大連を中心とする）
東北地域から)上海など経済中心都市へシフトしていることを反映している。
その背景には，中国経済の持続的成長と所得水準の上昇に伴い，中国に進出
する日系企業の市場戦略は，単純な輸出指向型から輸出指向と現地市場指向
の混合型へ転換している，という変化があったと思われる。 
③ 1992年以前の時期に関する分析結果に比べ，1993年以降は，「東北ダミー」の
日系企業の立地選択に与える影響が顕著に低下した。一部の産業に対して，
同変数の符号は，統計的に有意ではないものの，マイナスに転じた。これは，
国有企業のシェアが高い東北地域全体の経済低迷が「東北ダミー」の影響力
の低下に直接に関連しているが，日本と中国全体の交流の増加および中国各
地域(特に大都市地域)の情報開示，法整備の進みに伴い，日系進出企業の情
報収集能力が大幅に向上しており，東北地域との伝統的な関係の重要性が相
対的に後退したことも影響していると思われる。一方，東部沿海ダミーの影
響力も低下しているが，その背景には，日本と中国全体の交流の増加や東部
地域のみを対象としていた外資誘致に関する特別優遇政策の適用地域の全国
化に伴って，東部沿海の優位性が相対的に低下しているという事情がある。 
④ 投入要素コストの影響については，土地使用代水準の企業立地に与えるマイ
ナスの影響が，顕著に増大している。これに対して，賃金水準は，1992年以
前と同様，各業種の企業立地に対して統計的に有意な影響を与えていない。
それは，1993～2002年において，沿海都市部の土地需要が供給以上伸びてお
り，不動産価格が上昇しつつあることに対して，中国各地における一般労働
力（非技能労働者）の過剰供給状態がほとんど変っていないからと思われる。
一方，1992年以前と比べ，地域の在学大学生数による企業立地への影響がか
なり増大している。これは，現地市場をめぐる競争の激化に伴い，研究開発
への投入や専門人材の確保が日系企業にも重視されつつあることを反映して
いるであろう。 
⑤ FDI受入総額で示す外資集積度要因は，引き続き，電気製造など多くの業種の
企業立地に統計的に顕著なプラスの影響を与えており，外資系企業の集積に
よる外部経済効果が依然として集積による地価上昇など外部不経済効果を大
きく上回っていることを示している。 
⑥ 1992年以前と同様，各変数の企業立地への影響には産業間差異がある。例え
ば，外資集積度要因の影響は，食料品製造業および繊維製造業の企業立地に
ついて，他の産業と比べ，それほど顕著ではないと見られる。一方，東部沿
海ダミーの影響は，全体として低下している中，食料品製造業企業への影響
が依然として統計的に顕著である。これは，主に日本国内市場向けの同産業
の進出企業のほとんどが，環黄海諸省（山東・遼寧・江蘇など）に進出して
おり，日本との距離および海上輸送の便利性が特に重要であることを反映し
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ている。 
5.3 近年の日系企業の立地分布の影響要因 
表11は，2011年時点の日系進出企業の地域分布の影響要因を検証した結果を示してい
る。表9・表10と比べ，表11では，近年（2003～2011年）の日系進出企業の立地分布動
向に対する諸要因の影響が反映されていると考えられる。 
 
表11 近年の日系企業の地域分布の影響要因  
（被説明変数：地域の進出企業数） 
 
（出所）筆者作成 
（注） 各業種のサンプル数はいずれも26である。括弧内の数字は有意水準を示すp
統計値である。データの誤差項の分散不均一問題を対処するために，推定結
果はWhite-testによって検定・修正された。  
 
表11からは，主に次のことが読み取れる。 
（１） 近年では，上海・北京など主要大城市における不動産価格の高騰の影響で，日
系製造業企業が主要大城市よりもその周辺地域への立地を選好するようになった，
という動向を反映し，日系企業の立地選択において，「地域所得水準」は依然とし
て重要な影響要因であるが，前時期（1993～2002年）と比べ，そのプラスの影響が
幾分弱くなった。食料製造業と電機製造業の両業種について,その影響の有意性がな
くなっている。 
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（２） 前の時期と同様，FDI累計額で示す「外資企業集積度」は，概して日系企業の
立地にプラスかつ統計的に有意な影響を与えている。 
 
６．結び 
 
6.1 本研究の主な分析結果 
本研究は，中国に進出する日系製造業企業の立地戦略の変化に着目し，1992年以前，
1993～2002年，近年（2003～2011年）の3つの時期に分けて，産業別日系企業の立地分
布の変化とその影響要因を考察した。主な分析結果は次のように要約できる。  
① 中国に進出している日系製造業企業は，外資系企業全体と同様，沿海地域に集
中しているが，中国の投資環境と各時期の日系企業の進出目的の変化に伴い，その立
地選択行動が変化しつつある。 
② 1992年以前では，中国に進出した日系企業の主な進出先は遼寧省をはじめとす
る一部の沿海地域であり，「日本との伝統的な関係」（東北ダミー）や「日本との距離」
（東部沿海ダミー）など要因は，日系企業の立地選択の重要な影響要因であった。た
だし，1993年以降，中国の対外開放の拡大と日中交流の増加に伴い，「日本との伝統的
な関係」要因の重要性が大きく低下したとともに，「日本との距離」要因の重要性も減
少している。 
③ 1993～2002年の期間では，中国経済の急成長と所得水準の上昇を背景に，中国
に進出する日系製造業の市場戦略は，輸出指向型から輸出指向型と現地市場指向型の
混在へ徐々に転換している。これに伴って，上海をはじめとする経済中心都市への企
業進出数が急増し，市場ポテンシャルを示す「地域所得水準」要因による企業立地選
択へのプラスの影響が顕著に増大した。一方「土地使用代水準」要因のマイナスの影
響も顕著となった。 
④ 2003～2011年の期間では，上海・北京など主要大都市における不動産価格の高
騰の影響で，日系製造業企業が主要大都市よりもその周辺地域への立地を選好するよ
うになった。このため，日系企業の立地選択において，「地域所得水準」は依然として
重要な影響要因であるが，前の時期（1993～2003年）と比べ，そのプラスの影響が幾
分弱くなった。 
⑤ 3時期のいずれにおいても，FDI累計額で示す「外資企業集積度」は，概して日
系企業の立地にプラスかつ統計的に有意な影響を与えている。ただし，他の要因と同
様，その影響の産業間差異が存在する。中間投入財の種類が相対的に少ない食料品製
造業などと比べ，電気，機械，化学，繊維，などの業種の企業立地においては，「外資
系企業集積度」要因による影響がより顕著である。 
 注意すべきことは,本研究では,3時期の26地域のクロス・セクションのデータを用い
てそれぞれ回帰分析を行ったが,サンプル数がやや少ないという欠点が残っている。分
析結果の信頼性を高めるために,今後,データの整合性（比較可能性）をチェックしたう
え,パネルデータまたは「地区」レベルデータ（「省」の下の行政地域レベルデータ）に
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基づいて,より詳細な分析を行いたい。 
6.2 日本企業の対中進出の展望と若干の提言 
日本企業の対中進出は，1980 年代から始まり, 現在中国は日本にとっての最重要な
2 つ直接投資先国（米国，中国）の一つとなっている。これからの日本企業の対中進
出の行方を展望するためには，中国の最近の投資環境における次の動向を注目すべき
である（戴, 2010；荻原，2009；黒岩，2007）。 
① 2008 年 1 月から外資優遇税制が廃止されたことによって（付録表 5），従来と比べ, 
外資系製造業企業の税コストはかなり増加した。ただし，もともと外資優遇税制
の適用対象ではなかったサービス企業および新しい優遇税制の適用対象となるハ
イテク産業・省エネ・環境保護関連産業などに属する外資系企業にとっては，外
資優遇税制の廃止によるマイナスの影響よりも，むしろプラスの影響が大きい。 
② 2005 年以降，中国の対外輸出と経常黒字の急増を背景に，輸出企業の税金還付制
度が見直された（日本貿易振興機構，2010）。税金還付率の引き下げおよび近年徐々
に進行している人民元高によって，中国を生産拠点として海外市場向けの製品（特
に付加価値の低い労働集約型製品）を生産･輸出する企業にとっては，輸出のコス
ト負担がかなり上昇している。2008 年以降，世界金融危機による輸出企業への打
撃を緩和するために，税金還付率の引き上げが数回実施されたが，今後，中国対
外貿易の動向次第，税金還付率の引き下げと引き上げが繰り返して行われながら，
低下していくと見られる。 
③ （農村出稼ぎ労働者を中心とする）生産現場労働者など低所得者の権益を重視す
る近年の中国指導部の意向を反映し，2008 年 1 月から労働者の権利を強化する新
『労働契約法』が実施された。また，2000 年に打ち出された「西部大開発」など
内陸を中心とする地域開発戦略の実施に伴う内陸地域の雇用機会の増加や「一人
っ子政策」による少子化などの要因により，広東省をはじめとする一部の沿海省
では，「民工荒」（現場労働力不足）の現象が起こっている。こうした労働市場に
おける変化は，日系企業を含む外資企業の労働コストの上昇をもたらしている。  
④ 急速な経済成長によって，2010 年以降，GDP 規模で測ると中国はすでに世界第二
経済大国に躍進している。上述した税コスト・労働コストの上昇および進行して
いる人民元高などにより，輸出指向の製造業企業にとっては中国の投資環境が若
干悪化しているが，中国国内市場を狙う外資系企業にとっては，中国の投資環境
の魅力が逆に増大している。中国国内市場の拡大などの影響で，前出の表 5 に示
されるように，近年の外国の対中投資額は，総じて伸び続けている。ただし，投
資環境の変化に伴い，対中投資には構造的転換が徐々に現れており，対中投資総
額における製造業のシェアが下がっているのに対して，サービス業・商業など非
製造業セクターへの投資シェアは上昇しつつある（付録表 6）。 
⑤ 2000 年以降,中国政府は「西部大開発」など重要な地域開発戦略を相次いで打ち出
しており，内陸地域への外国投資を奨励している。内陸地域は，豊富な資源と低
コスト労働力に加え，社会インフラも急ピッチで整備されつつある。この数年間
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に，製造業を中心に，内陸への外国直接投資が増えている。 
⑥ 2012 年以降，非常に残念であるが，歴史問題・領土問題に起因して日中関係は 1972
年両国関係正常化以来の最も厳しい時期に入っていると言われている。2012 年 9
月に，中国の大中都市を中心に，2005 年のデモ規模を超える全国範囲の反日デモ
が起きた。暴力行為が含まれた大規模デモによる在中日本人・日系企業に与えた
心理的影響は計り知れないと見られる。事件が起きた後，中国政府や各都市の地
方政府は，暴力行動を断固反対し,在中日系企業の経営活動と基本権益を全力で保
護すると強調しているが，外交摩擦など政治リスクを警戒して中国から撤退し東
南アジアなどの第 3 国へ事業拠点を移転する企業がかなり出ている。 
本研究で解明された日系企業の立地戦略の変化と影響要因および上述した中国の
投資環境の変化を考えると,今後の日本企業の対中進出について，不透明な要素が多く
残っているが，次の動向は大体予測できる。 
第１に，日本の経済規模，日中間産業技術格差・労働コスト格差，日中間の地理
的近接性,および緊密化しつつある両国の貿易関係（付録表７）などの要因を考える
と，日本からの対中進出分野・企業数と投資規模は今後もさらに拡大して行く可能
性が高いであろう。ただし，これからの 2～3 年間に，両国政治関係の影響で停滞局
面に入る可能性がある。 
第 2 に，外国対中直接投資の 8 割以上は，東部沿海地域に集中しているが，特定
の地域において，中間財調達上の経済性と利便性，情報交流コストの節約，研究開
発の波及効果などによる産業集積効果が一旦発生すれば，かなり長い期間に集積が
さらに進むので，今後の日系企業の対中進出は，産業構造が変化しながら，三大経
済圏（上海を中心とする長江経済圏，北京・天津・大連・青島を含む環渤海経済圏，
広州・深圳を中心とする華南経済圏）を中心に展開していくと考えられる。 
第 3 に，日系企業の本格的進出がまだ見られていない中国内陸地域では，所得水
準の上昇とともに，内陸 - 沿海間交通ネットワークの整備，行政透明化の改善，法
制度整備の促進，および日本との多様な交流が着実に進んでいる。こうした変化は，
日本との時間距離・心理距離を短縮させ，日系企業（すでに中国に進出している企
業を含む）の内陸への投資を徐々に促進させるであろう。数年後の日中関係が改善
すれば，日系企業の中国内陸への直接投資が顕著に拡大する可能性がある。 
最後は，中国進出を考えている日本企業（特に地元九州）の日系企業に対して，
次のように提言したい。 
（１）海外直接投資は，投資企業が進出先の企業にない所有特殊的優位性があり，そ
の優位性を外部市場で取引せずに内部化するほうが有利であり，進出先に本国にはな
い優位性があると判断したときに行われる企業活動である。現在の中国は，先進国の
大手企業，言語・人脈優位性を有する華人系企業をはじめとする世界各国の企業が激
しく競争している激戦区となっているので，中小企業を中心とする九州の製造業企業
は，海外進出を考える際，自社の優位性を再確認したうえで行動する必要がある。 
（２）中国は地域格差の著しい巨大国家であるゆえに，各地の投資環境の差異も大き
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い。中国進出を考える際に，投資目的に沿って各地の地域特性・投資環境を慎重に分
析したうえで進出先を選択する必要がある。 
（３）中国における労働コストの上昇や国内市場の拡大など全体のトレンドを考える
と，中国進出の市場戦略は，徐々に現地市場指向へ転換していく必要がある。沿海大
都市圏或いは内陸の主要都市への立地を重視するとともに，いままでとは異なる企業
組織や人事戦略を構築しなければならない。今後，中国市場を開拓するために現地事
情に精通する専門人材（経営人材・技術者など）を雇用する必要性が徐々に増大する
と予想されるが，賃金水準が相対的に安定している単純労働力市場と比べ ,専門技術
職・管理職労働市場における人材競争ははるかに激しいであることを,想定しておくべ
きである。 
（４）中国の外資政策は，経済発展段階と内外経済情勢の変化に応じて調整していく
ものであり，政策の変化によって投資環境は大きく変わる可能性がある。今後，外資
導入を重視・促進するという基本政策は変わらないであろうが，産業・地域別の優遇
政策の調整（廃止と増設の両方を含む）はあり得る。変化に対して対応策を常に準備
しておくとともに，優遇政策に頼らずに現地企業と対等に競争する覚悟も必要である。 
（５）歴史問題や領土問題に起因する日中関係の緊張化局面は，両国自身だけでなく，
東アジアないし世界経済全体にもマイナスの影響を与える。このような望ましくない
局面は，いずれ改善されるであろう。ただし，政治リスクが存在している以上，必要
な対策を準備すべきである。日系企業または外資系企業が集積している地域では，外
資系企業全体による各地の地方政府との交渉力が相対的に強くなるので，新規進出企
業にとって，しばらくの間は，リスク回避・軽減の視点から見ても，日系企業または
外資系企業の集積地域に立地したほうが安全である。 
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付録 
 
付録表１ 日本の国・地域別対外直接投資  
 
（出所）JETRO (2014) により作成 
（注）この表におけるデータは日本財務省の国際収支統計に基づいて集計された数値
（ネット，フロー）である。統計方法の違いによって，日本側の歴年対中直接投資額
は，中国側の同データの数値と一致していない（本文を参照）。 
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付録表 2 中国の地域別一人当たり地域総生産（実質 GRDP）の推移（全国＝1） 
1978 1980 1985 1990 1995 2000 2002 2004 2006 2008 2010
北京 2.7 3.0 2.9 2.9 2.7 2.6 2.5 2.4 2.2 2.1 1.9
天津 2.5 2.4 2.3 2.1 2.0 2.1 2.1 2.2 2.2 2.2 2.3
河北 0.8 0.7 0.7 0.7 0.8 0.9 0.9 0.9 0.9 0.9 0.9
遼寧 1.5 1.5 1.4 1.4 1.3 1.3 1.3 1.3 1.3 1.4 1.4
上海 5.4 5.3 4.9 4.6 4.7 4.6 4.5 4.3 4.1 3.8 3.4
江蘇 0.9 0.9 1.0 1.2 1.4 1.5 1.6 1.6 1.7 1.7 1.8
浙江 0.7 0.8 0.9 1.0 1.3 1.4 1.4 1.4 1.4 1.4 1.4
福建 0.6 0.6 0.7 0.8 1.0 1.1 1.0 1.0 1.0 1.1 1.1
山東 0.7 0.7 0.8 0.8 1.0 1.0 1.1 1.1 1.1 1.1 1.2
広東 0.8 0.8 0.9 1.2 1.4 1.3 1.4 1.4 1.4 1.4 1.3
海南 0.7 0.6 0.7 0.8 0.9 0.8 0.8 0.8 0.8 0.8 0.8
東部平均 1.6 1.6 1.6 1.6 1.7 1.7 1.7 1.7 1.7 1.6 1.6
山西 0.8 0.7 0.8 0.7 0.7 0.6 0.7 0.7 0.7 0.7 0.7
吉林 0.8 0.8 0.8 0.9 0.8 0.8 0.8 0.8 0.8 0.9 0.9
黒龍江 1.2 1.2 1.1 1.1 0.9 0.8 0.8 0.8 0.8 0.8 0.9
安徽 0.5 0.5 0.6 0.5 0.5 0.5 0.6 0.6 0.6 0.6 0.6
江西 0.6 0.6 0.6 0.6 0.5 0.5 0.5 0.5 0.5 0.5 0.5
河南 0.7 0.7 0.8 0.8 0.8 0.9 0.9 0.9 0.9 0.9 0.9
湖北 0.7 0.7 0.8 0.7 0.7 0.7 0.7 0.7 0.7 0.8 0.8
湖南 0.6 0.6 0.6 0.5 0.5 0.5 0.5 0.5 0.5 0.5 0.6
中部平均 1.1 1.1 1.1 1.2 1.2 1.2 1.2 1.2 1.2 1.2 1.2
内蒙古 0.7 0.6 0.8 0.7 0.7 0.7 0.8 0.9 1.0 1.1 1.2
広西 0.5 0.5 0.4 0.4 0.4 0.4 0.4 0.4 0.4 0.5 0.5
重慶 0.6 0.6 0.6 0.6 0.6 0.6 0.6 0.6 0.6 0.7 0.7
四川 0.6 0.6 0.6 0.6 0.6 0.6 0.6 0.6 0.6 0.6 0.7
貴州 0.4 0.4 0.4 0.4 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3
雲南 0.5 0.5 0.5 0.6 0.5 0.5 0.4 0.4 0.4 0.4 0.4
ﾁﾍﾞｯﾄ 0.8 0.9 0.9 0.7 0.6 0.7 0.7 0.7 0.7 0.7 0.7
陝西 0.6 0.6 0.6 0.7 0.6 0.6 0.6 0.6 0.7 0.7 0.8
甘粛 0.8 0.8 0.7 0.7 0.6 0.6 0.6 0.6 0.6 0.6 0.6
青海 0.9 0.9 0.9 0.9 0.8 0.7 0.7 0.7 0.7 0.7 0.8
寧夏 0.8 0.8 0.8 0.8 0.6 0.6 0.6 0.6 0.5 0.5 0.5
新疆 0.7 0.7 0.7 0.8 0.7 0.6 0.6 0.6 0.6 0.5 0.5
西部平均 0.6 0.6 0.6 0.6 0.5 0.5 0.5 0.5 0.5 0.5 0.5
全国平均 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0  
（出所）国家統計局（2010）『新中国六十年統計資料匯編』，『中国統計年鑑』(2010，2011
年版)より計算． 
（注）一人当たり実質 GRDP は，1978 年価格で計算された． 
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付録表3 中国の省別総人口・GDP規模とFDI・対外輸出入 
 
（出所）国家統計局（2011，2001）『中国統計年鑑』（各年版）より作成。 
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付録表4 中国における日系企業（全産業）の地域分布（2011年） 
 
 
（出所）21世紀中国総研編(2011)『中国進出企業一覧2011-2012』 
（注）『中国進出企業一覧2011-2012』における在中日系企業は，有価証券報告書の提出
を義務付けられている有力企業（東京一部上場会社1668社を含む計4319社）のみの子
会社を統計対象としている。 
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付録表5 中国における外資優遇税制の見直し 
（出所）国務院（2007）および三菱東京UFJ銀行（荻原2009）を参考に作成。 
 
付録表6 産業分野別対中直接投資の動向  
 
（出所）国家統計局（各年）『中国統計年鑑』（各年版）より作成。  
 
 
 
 
 
これまでの外資優遇税制 過渡的措置
07年以前 08年 09年 10年 11年 12年
経済特別区、浦東開発区
など特定区域の指定産業
に属す企業 15% 18% 20% 22% 24% 25%
経済特別区など特定区域
の所在する都市における
他の区域内の製造業企業 24% 25% 25% 25% 25% 25%
二免三減（利益が出た年
度から数えて１～２年目
は免除、3～5年目は半
減）
引き続き享受。ただし、これまで利益が出てい
なかった企業は2008年から減免を起算
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付録表7 中国の対外貿易における日本の重要性  
 
（出所）『中国統計年鑑』各年より作成。 
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